
CLOMAの活動とINC-3参加報告

2023年12月8日
クリーン・オーシャン・マテリアル・アライアンス（CLOMA)

事務局主幹 中村健太郎

※CLOMAの見解を含みますのでご注意ください。



本日の発表内容
１ INC-3参加報告
・INC-3参加報告
・CLOMAのINCに対する考え方

２ CLOMAの活動
・CLOMAの概要
・ビジネスマッチング、大規模プロジェクト
・未来デザイン
・国際協力（インドネシア協力WG)
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CLOMAのINC-3参加について

 INCへの参加目的：
下記を通じてCLOMAの国際的プレゼンス向上
・情報収集
・他団体・各国政府とのネットワーキング
・公式サイドイベント等の対応
・UNEPオブザーバーとしての役割（意見発信）

 INC-2への参加後、上記目標を達成するため、幹事会の下に「INCタスクフォー
ス」を設置。準備会合を含めて、4回の会合を実施。検討内容を受けて、8月に
はINC事務局へ意見書を提出するとともに、経済産業省を通じて情報提供。

 INC-3にCLOMAからは、INCタスクフォース・メンバーを中心に5名が参加。
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INC-3の概要
 「海洋環境を含むプラスチック汚染に関する条約文書策定に向けた政府

間交渉委員会（INC）」の第３回交渉委員会（INC-３）がケニア・ナイロビ
（UNEP本部）で開催（会期：2023年11月13日（月）～19日（日））

 ケニアのルト大統領から開会挨拶
 CLOMAはUNEPオブザーバーとして参加
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INC-2・INC-3会期間作業とINC-3の関係

 事務局から「ゼロドラフト」公表（9月）
→INC-2までの各国意見に基づき、項目別に条文案の複数選択肢を提示
 INC-2で議論されなかったゼロドラフトの空白部分（placeholder）に関する

意見書を各国政府・オブザーバーが事務局へ提出（8～9月）

 ゼロドラフトの空白部分に関する各国の意見書をまとめた「統合報告書」
を事務局が作成し公表（11月）

 INC-3では、ゼロドラフトをベースにして、各条項の支持・修正・削除等につ
いて各国が意見。各国の意見を反映して、オプションが増加

 INC-3で、統合報告書の取り扱いを検討

 INC-2会期内でゼロドラフト議論できず、議長へ会期間での作成要請
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INC-3の結果について

 INC-3は、全体会議（プレナリー）、３つの部会（コンタクトグループ：CG）、地
域会議がメインで構成され、その他に臨時の会議や公式サイドイベント

 会期前に公表されたゼロドラフト及び統合報告書に基づき、３つのコンタク
トグループに分かれ、各国による意見交換（口頭での発言の他、意見書も
提出）が行われた。

 CG-1、CG-2では、ゼロドラフトの各選択肢に対して、各国が支持、修正、追

加、削除等を求め、選択肢がさらに多数に分化。ゼロドラフトを改訂し、各
国意見を反映した選択肢が並ぶ集積版、類似した選択肢を整理した抽出
版を作成。スペルミスなどを修正したゼロドラフト改訂版を年内に事務局
が公表。

 コンタクトグループ３の最終合意が得られず、INC-4までの会期間作業が
決まらなかった。
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３つのコンタクトグループと検討内容
＜コンタクトグループ１＞ 共同進行役(Co-facilitator) 独・パラオ ※ローマ数字はゼロドラフトと対応
I. 前文、（ゼロドラフトでは空白の「目的・定義・原則・範囲」はコンタクトグループ３）
II. ①一次プラスチックポリマー、②懸念のある化学物質・ポリマー、③問題のある回避可能なプラスチック（短寿命・使い

捨てプラ、意図的マイクロプラ含む）、④締約国の要請可能な③の免除規定、⑤製品の設計、構成及び性能、⑥非プラ
スチック代替品、⑦拡大生産者責任（EPR）、⑧ライフサイクルを通じてのプラスチックの排出と放出、⑨廃棄物管理、⑩

リストにある化学物質、ポリマー及び製品、プラスチック廃棄物の取引、⑪海洋環境を含む既存のプラスチック汚染、⑫
正当な移行、⑬透明性、追跡、モニタリング及びラベリング

＜コンタクトグループ２＞ 共同進行役 豪・ガーナ
III. ①資金調達、②キャパシティ・ビルディング、技術支援及び技術移転
IV. ① 国別計画、②実装と遵守、③進捗状況の報告、④条約の実施進捗の定期的アセスメント・モニタリング及び有効性

評価、⑤国際協力、⑥情報交換、⑦普及啓発、教育及び研究、⑧ステークホルダー・エンゲージメント

＜コンタクトグループ３＞ 共同進行役 仏・尼
ゼロドラフトで空欄（placeholder）の項目について、INC-2終了後に各国政府から提出された意見書をもとに作成された統

合報告書の検討、会期間作業の検討。
I.      目的・定義・原則・範囲
V. ①理事会、②補助機関、③事務局
VI. 最終条項
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ゼロドラフト(左)からゼロドラフト改訂版(右)へ（イメージ）
7. Extended producer responsibility
Option 1
1.  Each Party shall establish and operate Extended 
Producer Responsibility (EPR) systems, including based on 
the modalities contained in annex D, to incentivize 
increased recyclability, promote higher recycling rates, and 
enhance the accountability of producers and importers for 
safe and environmentally sound management, of plastics 
and plastic products throughout their life cycle and across 
international supply chains
2. （略）
Option 2
1. Each Party is encouraged to establish and operate 
Extended Producer Responsibility (EPR) systems, including, 
where relevant, on a sectoral basis, to incentivize 
increased recyclability, promote higher recycling rates, and 
enhance the accountability of producers and importers for 
safe and environmentally sound management, of plastics 
and plastic products throughout their life cycle and across 
international supply chains.
2. （略）

7. Extended producer responsibility
Option 0
No provision on this matter
Option 1
1.[Each Party shall establish] [and regulate] [and operate] 
[mandatory] [national] Extended Producer Responsibility (EPR) 
[system] [scheme], [including based on the modalities [covering 
the products] contained in annex D], [with flexibility in the scope 
of the application of the [national]  EPR [system] [scheme],] [and 
taking into account national circumstances and capabilities ] 
[[including, where relevant,] on a sectoral [or product] basis,] to 
incentivize [plastic reduction, reuse,] increased recyclability, [high 
quality recycling and] promote higher recycling rates, and enhance 
the accountability of producers and importers for safe and 
environmentally sound management, of plastics [and for littering,] 
and plastic products throughout their life cycle [and across 
international supply chains].
2. （略）
Option 2（略）
Option 3（略）
Option 4（略）
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 11/17UNEP公式サイドイベント・テーマ10「回収・分別・リサイクルを含むプラス
チック廃棄物の環境に配慮した管理の推進と投資の考慮」で講演。

 他の登壇者は政府代表（アルゼンチン・中国）、NGO（Delterra、Reloop）。
 日本のプラスチック回収・リサイクル制度の概要、CLOMAの役割について紹介。
 NGO、政府関係者など100名超が参加し、活発な質疑応答が行われた。

CLOMAのINC-3公式サイドイベント参加
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CLOMAのINC-3でのネットワーキング

交流団体（一部）
• WBCSD
• abiplast(ブラジル）
• エレン・マッカーサー財団
• ACCOUNTABILITY.FISH(米）
• TERRACYCLE
• GO!PHA（蘭）
• coare(米）
• カタルーニャ政府
• INTEV（カメルーン）
• 米国化学工業協会（ACC）

 INCには、各国政府交渉団とともに、プラスチックに関わる団体、環境・人
権NGOが数多く参加。

 会期中、ロビーでのオープンな会話やバイ会談が活発に行われている。
 CLOMAも、多くの団体と交流し、ネットワーキングを構築。
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CLOMA会員企業からのINCへの意見など

 資源循環のループからプラスチック廃棄物を自然環境へ出さず、適切な管理（回
収・リサイクル・処理）をしてプラスチック汚染を解決する。
→INC事務局へステートメント提出（2023年8月14日）

 企業の資源循環の取り組みを促進する（阻害しない）枠組みを要望

(例)ケミカル・リサイクルは、メカニカルリサイクルを補充する有用な技術として技術開発が進められている。

 プラスチック資源循環の促進のためのグローバルな統一基準が必要

(例）リサイクル可能な包材のグローバルの統一定義など

 回収・リサイクルの目標水準を向上させるための国の関与

 消費者の行動変容の促進

(例）使用済みプラの洗浄や分別、リサイクル製品への理解

 日本のベストプラクティスの紹介
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Plastic Pollutionの定義に関するCLOMA提出ステートメント

8月14日INC事務局提出内容

＜定義＞

プラスチックに起因する汚染が問題になるのは、プラスチックが適切に管理（回収・リサイクル・処理）されない
まま、廃棄物として海洋を含む環境中へ排出されたときである。プラスチック汚染の定義では、この点が明確
にされる必要がある。また、plastic pollutionの量を示す上では、測定方法、及び算出方法を統一し、明確に
する必要がある。

＜説明＞

プラスチック汚染とは、適切に管理されなかったプラスチック廃棄物が環境中へ排出されることにより起因す
るものであり、プラスチックという物質や材料を根絶するものではなく、かかるプラスチック廃棄物が環境中に
排出されないような状態を創りあげることにある。したがって、サーキュラーエコノミーの中で、プラスチックの
ライフサイクル全体に渡るアプローチに基づき、適切にプラスチックを管理することが重要であり、ループから
環境中へ廃棄物として排出された汚染が問題であることを明確にする必要がある。プラスチックの使用による
生活の質、安全・衛生、環境配慮への貢献のバランスに配慮したうえで、プラスチック汚染の定義は厳密にす
るべきである。法的拘束力のある文書が、プラスチックを適切に管理して使用することを妨げになってはなら
ない。また、各国における責任を明確化するためにプラスチック汚染量の測定方法、及び算出方法も厳密に
定義すべきである。
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Scopeに関するCLOMA提出ステートメント

8月14日INC事務局提出内容

＜Scope案＞
法的拘束力のある文書は、海洋環境を含むプラスチック汚染を対象とする。

＜説明＞

定義について述べたように、プラスチック汚染は、適切に管理（回収・リサイクル・処理）されなかったプラス
チック廃棄物が環境中へ排出されることに起因するものである。すなわち、本条約が目指すべきものは、プラ
スチックという物質や材料を根絶するものではなく、適切に管理されなかったプラスチック廃棄物が環境中に
排出されないような状態を世界中で創りあげることにある。

したがって、プラスチックのライフサイクル全体に渡るアプローチで、適切に管理されなかったプラスチック廃
棄物を環境中に排出されないようなシステムの構築がプラスチック汚染の終結のために有効である。一方で、
こうしたライフサイクル全体に渡る廃棄物管理システムの構築は、各国の事情を考慮しながら進める必要が
あり、国別アクションプランを中心とした対策が有効と考える。
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（参考）ケミカル・リサイクル（CR）のUNEP報告書での分類

＜参考 UNEP “Tunrning off the Tap”(2023)のTopic Sheetより抜粋＞
 P2PのCRは、メカニカル・リサイクルを補完する有望な手段である。
 軟質、多層のプラへの適用が望ましい（硬質はメカニカル・リサイクル）。
 メリット：高品質なリサイクル品、汚染プラや多様なプラに対応
 デメリット：エネルギー消費、原料の不純物が製品へ残留可能性、有害物質の排出可能性
 CRの政策立案 共通会計（マス・バランス方式など）、法制上支援（食品関連）、R&D、原料の収集など
 CRを拡大するための国際的アプローチ： 化学変換の環境目標作成、投資環境促進、インフォーマル回

収セクターの包括

化学変換（Chemical
Conversion）

化学変換とは、化学薬品や化学プロセスを使用してプラスチックを基本的な化学構成要素に分解
し、新しいプラスチックや他の材料を作る技術（熱分解、解重合、ガス化）を指す。

プラスチックからプラ
スチックへの（P2P）化
学変換

プラスチック廃棄物を化学化合物に戻し、バージンプラスチックと同じ特性を持つプラスチック原料
として再導入する技術がいくつか開発されている。したがって、これらの技術はリサイクルとみなさ
れる。

プラスチックから燃料
への（P2F）化学変換

化学転換の出力材料がディーゼルなどの代替燃料に精製される技術を指し、燃料はその後エネ
ルギーとして燃焼されるため、リサイクルとはみなされない。

CRの取り扱いに関する懸念の意見。オプションペーパーでは焼却と同列の危険性を
指摘する意見があるが、UNEP報告書ではP2P CRについて評価している。
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CLOMAからINCへの今後のインプット予定

１ 会員企業のベスト・プラクティス事例
２ JAPANモデルの発信、海外での展開事例（インドネシア）
３ ビジネス・マッチング、データベース、未来デザインなどのCLOMA活動

Refill 
produ

cts



・設立 2019年1月18日
・会長 澤田道隆 花王
・会員 （設立時159社・団体）

リサイクル、化学、製紙、成形加工
食品・飲料・トイレタリー製造、流通

ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
・活動概要
2019年6月   CLOMAビジョン公開

狙いと活動原則
2020年5月   CLOMAアクションプラン公開

中長期目標と活動計画
2023年7月 CLOMA未来デザイン作成

活動のステージアップ
2023年11月 会員数：507社・団体

2019年1月、一般消費者向け商品のサプライチェー
ンを担う企業が中心となり、クリーン・オーシャン・マテリ
アル・アライアンスCLOMAを設立した。

海洋プラスチックごみ問題の解決に向けては、既に滞
留しているプラスチックを回収するとともに、新たに流
出させない取り組みが必要となる。

CLOMAでは、日本の産業界がこれまで培ってきた技
術やノウハウを持ち寄り、官民連携で3Rと代替素材
のイノベーションを加速、プラスチックの循環利用を
徹底することで、消費者や社会とともに海洋に流出
するプラスチックごみのゼロ化を目指す日本発のソ
リューション＝ジャパンモデルを世界に発信していく。

CLOMA 設立趣意と活動概要
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商社・コンサル

政府

NGO

ファイナンス

工業会

リサイクラー
・アミタ、ヴェオリア、エフピコ・・・ブランドオーナー

・味の素、日清食品、花王、サントリー・・・

リテーラー
・イオン、セブン＆アイ・・・

消費者

自治体

容器メーカー
・凸版印刷、大日本印刷、レンゴー・・・

CLOMA会員
507社
※社名は例
連携先

原料メーカー
・三菱ケミカル、住友化学、カネカ・・・

機械メーカー

研究機関

様々なメンバーの連携で取り組むCLOMA

東京都
埼玉県
大阪府
広島県
会津若松市

川崎市
大阪市
神戸市
北九州市
和歌山市 17



・マテリアルリサイクル率の向上
・ケミカルリサイクル技術の
開発・社会実装
・代替素材の開発・利用（紙、
バイオプラ等）
・未来デザインの具現化
・生活者コミュニケーションの推進
・DXプラットホームの開発
・国・自治体との連携強化

CLOMAアクションプラン
CLOMAは、海洋プラスチックごみの削減に貢献するため、2050年までに容器包装等のプラス
チック製品100%リサイクルを目指します。
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総会

幹事会

・全体WG（花王）   ：国、自治体連携
・KAWG2（味の素）   ：マテリアルリサイクル
・KAWG3（積水化学工業）   ：ケミカルリサイクル
・KAWG4（三菱ケミカル、日本製紙 ）：代替素材（紙・バイオプラ）
・KAWG6（花王） ：未来デザイン具現化
・KAWG7（調整中）  ：生活者コミュニケーション
・KAWG8（アミタ） ：DXプラットホーム（SIP連携）

キーアクション実行WG

普及促進部会 国際連携部会技術部会

CLOMA運営体制

プロジェクト（期間限定）

CLOMA事務局

・未来デザインタスクフォース （～2023/7）
・INCタスクフォース （～2025/1）

味の素、セブン＆アイHD、東洋製罐Gr.HD サントリーHD、王子HD、カネカ三菱ケミカル、エフピコ、日本製紙

会長：花王

2023/07/19

Confidential
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2023

＜普及促進部会＞

CLOMAの活動全体像

基
盤
の
活
動

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン

ビジネスマッチング、シーズ・ニーズデータベース、展示会

＜国際連携部会＞

＜技術部会＞
技術交流会、技術セミナー、リサイクルデータ分析

国際団体ネットワーク、インドネシア協力WG

・・・20502019 ・・・2030

ソリューション課題抽出

社会システム提案

→グローバル貢献

2050年までにプラスチック製品100%リサイクルを目指す
・マテリアルリサイクル率の向上
・ケミカルリサイクル技術の開発・社会実装
・代替素材の開発・利用（紙、バイオプラ等）
・未来デザインの具現化
・生活者コミュニケーションの推進
・DXプラットホームの開発
・国・自治体との連携強化

circular economy
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CLOMAを活用したビジネスマッチング

21



（参考）企業の連携事例（2022年）
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（参考）企業の連携事例（2022年）
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（参考）企業の連携事例（2022年）
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（参考）企業の連携事例（2022年）
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（参考）企業の連携事例（2022年）
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CLOMAを活用したプロジェクト例

27

企業のアライアンス事は
CLOMAのホームページに公開しますので
そちらをご活用ください。

神戸市ホームページより
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CLOMAを活用したプロジェクト例
乳酸菌飲料容器回収・再資源化プロジェクト（2023年9月1日～）

神戸市・CLOMA会員企業8社（株式会社ヤクルト本社、日清食品ホール
ディングス株式会社、株式会社digglue、ヴェオリア・ジェネッツ株式会社、
DIC株式会社、PSジャパン株式会社、大塚包装工業株式会社、アミタ
ホールディングス株式会社）のプロジェクト。

ふたば資源回収ステーション（長田区）及びあづま資源回収ステーショ
ン（中央区）において、乳酸菌飲料容器の回収ボックスを設置し、期間
限定で使用済み乳酸菌飲料容器（ポリスチレン）の回収を実施。

回収した乳酸菌飲料容器は、CLOMAのワーキンググループ活動におい

て、「マテリアルリサイクル加工・製品化」の技術実証に使用され、使用
済み乳酸菌飲料容器の回収方法の確立や再資源化の検討に活用。



CLOMAを活用したプロジェクト例
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2050年までに容器包装等のプラスチック製品100%リサイクルを目指す

リニアエコノミー サーキュラーエコノミー

2022 ・・・2030 ・・・2050

早期到達

現活動の集積
レベルアップ

社会システム
イノベーション

未来像斬新なアイディア
行動力・仕掛け

社会システムのイノベーションを実現するために

30

品質・量・コスト
市場形成の限界



◆CLOMAが想像する未来の社会（CLOMAシティ構想）

プラネタリー・バウンダリーを超えないバランスのとれた活動により、Well-Beingが実現している社会
～人間性と合理性の進化と融合～

ショッピングセンター
～拠点回収～

商品化メーカー

再素材化メーカー地域コミュニティ
～コミュニティ回収～

都市・マンション
～一括回収～

プラチナタウン
～訪問回収～

『きれいな海と、豊かなくらしを、皆とともに』
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競争対象から生活者便益と環境重視の協調領域へ

オリジナル容器 標準容器 共通容器

容器概要 自由に設計・選択できる 素材のみが規定される 素材も形状も規定される

素材 自由 統一 統一

生活者の
未来の行動

・割高で特別用途のため、日
常
づかいはしない

・環境貢献でき積極的に選択す
る
・使用後は分別して資源化する

・中身に着目して積極的に選択
・使用後は分別して資源化する

生活者の
未来のマインド

(Well-Being)
・細やかに配慮された特別感
・捨てるのが面倒に感じる

・環境への罪悪感なく、選択でき
る
・自分に合うものを選択できる

・モノ、環境への本質思考を体
現
でき、シャープでかっこいい。

現在(2023年)の
容器設計 飲料PETボトル

未来(2050年)の
容器設計 （限定的使用）

主流

主流

高プラ循環性 低

適切な条件下で活用

人・モノ・自然への感謝・敬意 価値を見出す・意味を宿す関係性を大事にするおもいやり
◆未来の容器包装

リユース容器
耐久性の高い容器を用いて、
小売店で好きな量を購入する

（統一）

・お気に入りの容器を繰り返し
大事に使用する

・好きなものを、必要な量だけ、
ワクワク購入する
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CLOMAインドネシア協力WG/発足と活動開始

CLOMAインドネシア協力WG参加企業（18社+1協会）

オブザーバー：北九州市・川崎市・日本アセアンセンター、経済産業省
*2023年12月現在

DCTA、サントリーホールディングス 、大日本印刷、味の素、TOPPAN、
いであ、日本エヌ・ユー・エス、住友化学、丸紅、住友商事ケミカル、
三井物産、アミタ、芝浦機械、ヘンケルジャパン、日本容器包装リサイクル協
会、日本ウェスト、西原商事ホールディングス、ヤクルト、digglue

WG活動開始
2019年9月 ：CLOMAインドネシア協力WG発足
2019年12月：海洋投資調整府、NPAP*などと面談し、協力・連携を進めていくことを確認

*NPAP（The Indonesia National Plastic Action Partnership）
インドネシア政府の海洋プラスチックごみ削減目標達成を支援する官民マルチステークホルダープラットフォーム。

WG発足の背景
 インドネシアは経済発展・人口増加により中国に次ぐプラスチックごみ流出国
 インドネシア政府は、2017年に2025年までに70％海洋ごみを削減する目標を設定
 官民連携の協力プロジェクトの実現に向けた議論・検討を行うため、CLOMAはインドネシアに着目し、『インドネシア協力WG』
発足を決定

（現地最終処分場作業風景 2019年12月）

（現地最終処分場視察 2019年12月） （現地スーパー視察 2019年12月）

（スラバヤ市内市場に設置された
廃プラ 回収窓口 2023年8月）

33



インドネシア政府コミットメント 『2025年に3Rの浸透により廃棄物を30％削減』、
『2025年にプラごみの海洋流出を70％削減』 の達成に貢献する体制を構築する

事業化・他地域展開による
海洋プラスチック問題の改善

July-2020 Apr-2021 Apr-2022 2025インドネシア政府目標達成

CLOMA会員企業による技術・サービスの提示
並びにインドネシア海洋プラスチック問題への政策のサポート

海洋投資調整府の官民連携母体となるNPAPとの協議を経て、
インドネシアの実情に適した有効な技術・サービスメニューの選定

提案技術・サービスの効果検証のための
Pilot事業推進

実証から普及へ 実証からビジネスへ

 タイムライン（当初目標）

 実行体制

CLOMAインドネシア
協力ビジョンの提示

実証事業による
特定地域効果測定

ビジネスを通じた
sustainableな解決モデルの実行

インドネシアに適した
技術・サービスメニューのF/S

インドネシア協力WGの実行体制とタイムライン（当初計画）
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 来訪者数 101名（現地参加76名、Web参加25名）

 主参加企業・団体

＜日系企業＞

DCTA、大日本印刷、アミタ、日本ウェスト、三井物産、西原商事、
いであ、JANUS、丸紅、味の素、ヤクルト、Champion Pacific 
Indonesia、Daiwabo Nonwoven Indonesia、Prasadha Pamunah
Limbah Industri 他

＜インドネシア企業（主にリサイクラー、回収事業者）＞

HSCP, Million Limbah Indonesia, Lumi Industry, Plastic Bank, Sal’s,
Polindo, Block Solutions, Sinar Jaya Plastic, Rekosistem 他

＜政府関連・協会＞
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イベントでの活動内容：
 参加企業による３R（reduce、reuse、recycle）関連取組み・技術・開発商品を紹介
 プレゼン後のビジネスマッチングイベントにより、日インドネシア双方で意見交換

最近のWG活動：日インドネシア・ビジネスマッチングイベント（2023年7月31日）

インドネシア環境林業省、海洋投資調整府、デンマーク大使館、ジャカルタ市環境局、在インドネシア日本国大使館、CLOMA事務局、日本
容器包装リサイクル協会、NPAP、ADUPI、ERIA、JICA、JETRO、KADIN

（日インドネシアビジネスマッチングイベント 2023年7月）



プラスチック材料 加工 最終製品 使用

化石資源

使用済プラ
廃棄

回収（分別・収集・運搬）

②普及啓蒙

 RPF技術を導入し、排出プラの数量を
削減させ、既存処分場の延命を実現

 石炭利用の削減
 将来的なケミカルリサイクルへの展開も
視野

①スモール・ループ
 ブランド・オーナーとのスモール・ループ構築
 日系企業（ヤクルト、味の素等）とレコシステ
ム等現地回収事業者による共同ループ構築

一般家庭や企業から排出されるプラごみを
効率的にリサイクルする為の啓蒙・普及活動

④ 燃料利用

③TPST（中間処理施設）機能強化～分別・回収効率化 

⑤ リサイクラー機能強化

 高効率な再生プラ製造設備・適切な
排水/ガス処理設備の導入

 脱炭素技術、排水処理、操業安定
化、安全指導他ノウハウなどの紹介

 回収プラ用のコレクションBOX・スマートごみ箱・センシング機器の設置
 搬送・分別設備、洗浄・プレス設備の導入
 堆肥化用設備RPF廃棄物（廃プラ等）

インドネシア・プラスチック循環フローに基づく考察（５つの切り口）

（現地リサイクラー
（PELITA MEKER 
SEMETA）リサイクル商
品製造作業風景）

（スラバヤ市内市場に設置された廃プラ
 回収窓口）
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まとめ

 INCにおけるプラスチック汚染問題の解決のためには、すべてのステーク

ホルダーが取り組まなければならない。特に、産業界・企業は中心的な役
割を果たす必要がある。

 企業単位では資源循環の取り組みは難しく、サプライチェーンの上流・下
流の主体間での連携がカギとなる。

 CLOMAはプラスチックのライフサイクル全体に渡る507社の企業・団体の

アライアンスとして、国・自治体との官民パートナーシップとして、各主体間
の連携を進めるプラットフォームとして貢献していく。
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